



大学の入学者選抜での Affirmative Action の
禁止は合衆国憲法に違反しないとされた事例
─ Amendment to the Michigan Constitution prohibiting Affirmative Action 
not violated the United States Constitution 134 S. Ct 1632 (2014) ─
茂木 洋平
Ⅰ　［事実の概要］
1　合衆国最高裁は、Michigan 大学のロー・スクール（Grutter v. Bollinger, 







者選抜での AA を続け、Michigan 州の AA の反対者は、入学者選抜での
AA を無効とするために、Michigan 州憲法を修正する運動を展開した。
2006 年 11 月、Michigan 州憲法を修正するイニシアティヴ（プロポーザル
2）が提起され、採択された（賛成 58% 反対 42%）。この採択により、プロ
ポーザル 2 は Michigan 州憲法第 1 条第 26 節となった。本件に関連する部









はプロポーザル 2 を合憲とし、Michigan 州を支持する正式な事実審理を経
ない判決を認め（Coalition to defend Affirmative Action v. Regents of Uni-
versity of Michigan, 539 F.Supp. 2d 924）、その後、再審理を求める申立を
否定した（Coalition to defend Affirmative Action v. Regents of University 
of Michigan, 592 F.Supp. 2d 948）。第 6 巡回区合衆国控訴裁判所は、プロポ
ーザル 2 は Washington v. Seattle School Districts No1, 458 U.S. 457 (1982) 
（以下、Seattle 判決）や Seattle 判決が依拠する先例を侵害するとして、当
該合衆国地方裁判所の判決を覆した（Coalition to defend Affirmative Ac-






tion to defend Affirmative Action v. Regents of University of Michigan, 
701 F.3d 466 (2012)）。合衆国最高裁は、裁量上訴を認めた（133 S.Ct. 1633 
(2013)）。
Ⅱ　［判旨］
当該合衆国控訴裁判所判決を破棄（6 対 2）。Kennedy 裁判官が法廷の意
見を執筆し（Roberts 首席裁判官、Alito 裁判官同調）、Roberts 首席裁判官、
Scalia 裁判官（Thomas 裁判官同調）、Breyer 裁判官がそれぞれ同意意見を
示す。Sotomayor 裁判官（Ginsburg 裁判官同調）が反対意見を示す。
Kagan 裁判官は審理に加わらない。
















次に関連する事例は、Hunter v. Erickson, 393 U.S.385 (1969) （以下、
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黒人の子どもは同じように多様性から利益を得るが、Seattle プランは「主











～ 50 年代にかけて、学区の人種分離が生じた。」（Parents Involved in 
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る。この権利は Hunter 判決と Seattle 判決より以前から示されており、












































なった。さらに、Hunter 判決と Seattle 判決における政治プロセスの理論
の理解が正しいのかどうか、そもそも政治プロセスの理論は廃止されるべき





相対多数意見は政治プロセスの理論を再解釈し、Hunter 判決と Seattle 判
決での解釈よりもその理論を狭く理解した。そして、狭く理解された政治プ
ロセスの理論は本件には適用されず、当該州憲法修正は合憲だと判断した。










































の救済による AA の正当化は難しくなり、AA の支持者は多様性の価値を主
張して、AA がすべての者に利益をもたらすことを理由に AA を正当化する











間でも、AA の賛否は分かれている 10。Scalia 裁判官同意意見は、何がマイ





Hunter 判決と Seattle 判決で確立された政治プロセスの理論の射程は、
明確ではない。
Craford 判決では、政治プロセスの理論が検討されたが、適用されなかっ
















害するプロポジション 209 は人種に焦点を当てていると理解できるとする 13。
これに対し、第 9 巡回区合衆国控訴裁判所は、プロポジション 209 が人種差
別を禁止することから、人種中立的だと理解した 14。この例は、裁判官が差
別を考慮するか否かによって、プロポジション 209 による AA の禁止は差
別を禁止すると理解することも、逆に差別是正の取組を妨害すると理解する
ことも可能となる 15。
本件の第 6 巡回区合衆国控訴裁判所判決で、Cole 裁判官法廷意見は、




スの理論が第 26 節に適用されるとした 16。他方、Boggs 裁判官反対意見は、
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